
 

 

大阪広域水道企業団個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則

を公布する。  

平成 27年 12月 22日  

大阪広域水道企業団    

企業長  竹山  修身    

大阪広域水道企業団規則第４号  

大阪広域水道企業団個人情報保護条例施行規則の一部を改  

正する規則  

第１条  大阪広域水道企業団個人情報保護条例施行規則（平成 23年大阪

広域水道企業団規則第５号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定

に下線で示すように改正する。  

改正後  改正前  

 
（個人情報取扱事務登録簿）  
第３条  （略）  
２  （略）  

(1)― (8) （略）  
 (9) 個人情報が記録されている主な行政

文書（次号に規定する個人情報ファイ
ルを除く。）の名称 及び当該行政文書
に記載されている個人番号（ 行政手続
における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律（平成 25年
法律第 27号）第２ 条第５項に規定する
個人番号をいう。以下同じ。）の有無  

(10) 条 例 第 57条 に 規 定 す る 個 人 情 報 フ
ァイルの有無並びに当該個人情報ファ
イルを有する場合にあっては、主な当
該個人情報ファイルの名称及び当該個
人情報ファイルに記録されている個人
番号の有無  

 
（個人情報開示請求書）  
第４条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
(3) 法定代理人 又は本人の委任による代

理人（以下これらを「代理人」という。）
が条例第 11条第２ 項 の規定により開示
請求（同条第１項の 規定による請求を
いう。以下同じ。） をする場合にあっ
ては、当該開示請求 に係る個人情報の
本人の氏名及び住所 又は居所 、法定代
理人又は本人の委任 による代理人の別
並びに未成年者又は 成年被後見人の別
（法定代理人が開示 請求をする場合に
限る。）  

３  （略）  
 
（本人等の確認に必要な書類）  

 
（個人情報取扱事務登録簿）  
第３条  （略）  
２  （略）  
 (1)― (8) （略）  
 (9) 個人情報が記録されている主な行政

文書（次号に規定する個人情報ファイ
ルを除く。）の名称  

 
 
 
 
 
(10) 条 例 第 57条 に 規 定 す る 個 人 情 報 フ

ァイルの有無及び当該個人情報ファイ
ルを有する場合にあっては、主な当該
個人情報ファイルの名称  

 
 
 
（個人情報開示請求書）  
第４条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
(3) 法 定代理人が条例第 11条第２項の規
定に よ り開 示 請求 （ 同条 第 １項 の 規定
によ る 請求 を いう 。 以下 同 じ。 ） をす
る場 合 にあ っ ては 、 当該 開 示請 求 に係
る個 人 情報 の 本人 の 氏名 及 び住 所 又は
居所 並 びに 未 成年 者 又は 成 年被 後 見人
の別  

 
 
 

 
３  （略）  
 
（本人等の確認に必要な書類）  



 

 

第５条  条例第 16条第２項（条例第 22条第
６項、第 26条第３項、第 34条第２項及び
第 39条第２項において準用する場合を含
む。）に規定する本人又はその代理人で
あることを証明するために必要な資料で
実施機関の定めるものは、次の各号に掲
げる区分に応じ、当該各号に定める書類
とする。  

 (1) （略）  
 (2) 法定代理人が請求する場合  当該法

定代理人に係る前号に定める書類及び
戸籍抄本その他の 法定代理人の資格を
証明する書類として 企業長が別に定め
る書類  

(3) 本 人 の 委 任 に よ る 代 理 人 が 請 求 す る
場 合  当 該 代 理 人 に 係 る 第 １ 号 に 定 め
る書類並びに本人の押印のある委任状、
そ の 押 印 し た 印 鑑 に 係 る 印 鑑 登 録 証 明
書 及 び 本 人 の 委 任 に よ る 代 理 人 の 資 格
を証明する書類として企業長が別に定め
る書類  

２  条例第 11条第２項の規定により開示請
求をした代理人は、開示の前又は開示を
しない旨の決定の前にその資格を喪失し
たときは、直ちに書面でその旨を 企業長
（条例第 20条第１項 の規定による通知が
あった場合にあっては、移送を受けた実
施機関）に届け出なければならない。  

３  （略）  
 
（開示の実施等）  
第 12条  （略）  
 (1)・ (2) （略）  

(3) 当該個人情報に係る部分をスキャナ
（これに準ずる画像読取装置を含む。
以下同じ。）により読み取ってできた
電磁的記録（条例 第２条第５号に規定
する電磁的記録をいう。以下同じ。）
をフロッピーディスク（日本工業規格
Ｘ 6223に適合する幅 90ミリメートルの
フレキシブルディスクカートリッジを
いう。以下同じ。）、光磁気ディスク
（幅 90ミリメートルの記憶容量 230メガ
バイトのものに限る。以下同じ。）又
は光ディスク（日本工業規格Ｘ 0606及
びＸ6281に適合する直径 120ミリメート
ルの光ディスクの再生装置で再生する
ことが可能な記憶容量 650メガバイトの
ものに限る 。以下同じ。）に複写した
もの  

２  （略）  
３  （略）  
 (1) 録音テープ又は録音ディスク  当該

録音テープ又は録音ディスクの当該個
人情報に係る部分を録音カセットテー
プ（記録時間 120分のものに限る。以下
同じ。）又は光ディスク に複写したも
の  

第５条  条例第 16条第２項（条例第 22条第
６項、第 26条第３項、第 34条第２項及び
第 39条第２項において準用する場合を含
む。）に規定する本人又はその 法定代理
人であることを証明するために必要な資
料で実施機関の定めるものは、次の各号
に掲げる区分に応じ、当該各号に定める
書類とする。  

 (1) （略）  
 (2) 法定代理人が請求する場合  当該法

定代理人に係る前号に掲げる書類及び
戸籍抄本 その他法定代理人の資格を証
明する書類として企業長が定める書類  

 
 
 
 
 
 
 
 
２  条例第 11条第２項の規定により開示請

求をした 法定代理人 は、開示の前又は開
示をしない旨の決定の前にその資格を喪
失したときは、直ちに書面でその旨を 企
業長（条例第 20条第１項の規定による通
知があった場合にあっては、移送を受け
た実施機関）に届け出なければならない。 

３  （略）  
 
（開示の実施等）  
第 12条  （略）  
 (1)・ (2) （略）  

(3) 当 該個人情報に係る部分をスキャナ
（これに準ずる画像読取装置を含む。
以下同じ。）により読み取ってできた
電磁的記録（条例第 ２条第４号に規定
する電磁的記録をいう。以下同じ。）
をフロッピーディスク（日本工業規格
Ｘ 6223に 適合する幅 90ミリメートルの
フレキシブルディスクカートリッジを
いう。以下同じ。）、光磁気ディスク
（幅 90ミリメートルの記憶容量 230メガ
バイトのものに限る。以下同じ。）又
は光ディスク（日本 工業規格Ｘ 0606及
びＸ6281に適合する直径 120ミリメート
ルの光ディスクの再生装置で再生する
ことが可能な記憶容量 650メガバイトの
ものに限る。以下同じ。）に複写した
もの  

２  （略）  
３  （略）  
 (1) 録音テープ又は録音ディスク  当該

録音テープ又は録音ディスクの当該個
人情報に係る部分を録音カセットテー
プ（記録時間 120分のものに限る。以下
同じ。）に複写したもの  

 



 

 

(2) ビ デ オ テ ー プ 又 は ビ デ オ デ ィ ス ク  
当該ビデオテープ又はビデオディスク
の当該個人情報に係る部分をビデオカ
セットテープ（ブイエッチエス方式の
記 録 時 間 120分 の も の に 限 る 。 以 下 同
じ。）又は光ディスクに複写したもの 

(3) （略）  
４  （略）  
５  （略）  
 (1) 録音テープ又は録音ディスク  当該

録音テープ又は録音ディスクを録音カ
セットテープその他これに類する物に
複写したものの当該個人情報に係る部
分を更に他の録音カセットテープ 又は
光ディスクに複写したもの  

(2) ビ デ オ テ ー プ 又 は ビ デ オ デ ィ ス ク  
当該ビデオテープ又はビデオディスク
をビデオカセットテープその他これに
類する物に複写したものの当該個人情
報に係る部分を更に他のビデオカセッ
トテープ又は光ディスクに複写したも
の  

(3) （略）  
６― 11 （略）  
 
（個人情報訂正請求書）  
第 14条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
(3) 代理人が条例第 24条第３項において
準用する条例第 11条第２項の規定によ
り訂正請求（条例第 24条第１項の規定
による請求をいう。以下同じ。）をす
る場合にあっては、当該訂正請求に係
る個人情報の本人の氏名及び住所又は
居所、法定代理人又は本人の委任によ
る代理人の別並びに未成年者又は成年
被後見人の別（法定代理人が訂正請求
をする場合に限る。）  

３  第５条第２項及び第３項の規定は、 代
理人が訂正請求をした場合について準用
する。  

 
（個人情報利用停止請求書）  
第 20条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
 (3) 代理人が条例第 32条第３項において

準用する条例第 11条第２項の規定によ
り利用停止請求（条例第 32条第２項に
規定する利用停止請求をいう。以下同
じ。）をする場合にあっては、当該利
用停止請求に係る個人情報の本人の氏
名及び住所若しくは居所 、法定代理人
又は本人の委任による代理人の別 並び
に未成年者又は成年被後見人の別 （法
定代理人が利用停止請求をする場合に
限る。）  

(2) ビ デ オ テ ー プ 又 は ビ デ オ デ ィ ス ク  
当該ビデオテープ又はビデオディスク
の当該個人情報に係る部分をビデオカ
セットテープ（ブイエッチエス方式の
記 録 時 間 120分 の も の に 限 る 。 以 下 同
じ。）に複写したもの  

(3) （略）  
４  （略）  
５  （略）  
 (1) 録音テープ又は録音ディスク  当該

録音テープ又は録音ディスクを録音カ
セットテープその他これに類する物に
複写したものの当該個人情報に係る部
分を更に他の録音カセットテープに複
写したもの  

(2) ビ デ オ テ ー プ 又 は ビ デ オ デ ィ ス ク  
当該ビデオテープ又はビデオディスク
をビデオカセットテープその他これに
類する物に複写したものの当該個人情
報に係る部分を更に他のビデオカセッ
トテープに複写したもの  

 
(3) （略）  

６― 11 （略）  
 
（個人情報訂正請求書）  
第 14条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
(3) 法 定代理人 が条例第 24条第３項にお

いて準用す る条例第 11条第２項の規定
により訂正 請求（条 例第 24条第１項の
規定による 請求をい う。以下同 じ。）
をする場合 にあって は、当該訂 正請求
に係る個人 情報の本 人の氏名及 び住所
又は居所並 びに未成 年者又は成 年被後
見人の別  

 
 
３  第５条第２項及び第３項の規定は、 法

定代理人 が訂正請求をした場合について
準用する。  

 
（個人情報利用停止請求書）  
第 20条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
(3) 法定代理人が条例第 32条第３項にお

いて準用する条例第 11条第２項の規定
により利用停止請求 （条例第 32条第２
項に規定する利用停 止請求をいう。以
下同じ。）をする場 合にあっては、当
該利用停止請求に係 る個人情報の本人
の氏名及び住所若し くは居所 並びに未
成年者又は成年被後見人の別  

 
 
 



 

 

第２条  大阪広域水道企業団個人情報保護条例施行規則様式の一部を別

紙のように改正する。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、平成 28年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の際現に改正前の大阪広域水道企業団 個人情報保護

条例施行規則（以下「旧規則」という。）の様式により提出されてい

る請求書その他の書類は、改正後の 大阪広域水道企業団個人情報保護

３  第５条第２項及び第３項の規定は、 代
理人が利用停止請求をした場合について
準用する。  

 
（個人情報取扱是正申出書）  
第 25条  （略）  
２  （略）  
 (1)・ (2) （略）  

(3) 代理人が条例第 38条第２項において
準用する条例第 11条第２項の規定によ
り是正の申出（条例第 38条第１項の規
定による申出をいう。以下同じ。）を
する場合にあっては、当該是正の申出
に係る個人情報の本人の氏名及び住所
又は居所、法定代理人又は本人の委任
による代理人の別 並びに未成年者又は
成年被後見人の別 （法定代理人が是正
の申出をする場合に限る。）  

３  第５条第２項及び第３項の規定は、 代
理人が是正の申出をした場合について準
用する。  

 
（意見書等の閲覧等の申出）  
第 30条（略）  
２  （略）  
３  審議会は、前項の規定により閲覧等の

諾否を決定する場合において、当該閲覧
等に係る意見書等に第三者（国、独立行
政法人等（条例第２ 条第６号に規定する
独立行政法人等をいう。）、地方公共団
体、地方独立行政法人及び第 １項の規定
により提出資料閲覧等請求書を提出した
もの以外のものをいう。以下同じ。）に
関する情報が記録されているときは、あ
らかじめ当該第三者の意見を聴くことが
できる。  

４  （略）  
 
（運用状況の公表）  
第 32条  条例第 54条の規定による運用状況

の公表は、インターネットの利用その他
の適切な方法により行う。  

 

３  第５条第２項及び第３項の規定は、 法
定代理人 が利用停止請求をした場合につ
いて準用する。  

 
（個人情報取扱是正申出書）  
第 25条  （略）  
２  （略）  

(1)・ (2) （略）  
(3) 法 定代理人 が条例第 38条第２項にお

いて準用する条例第 11条第２項の規定
により是正の申出（条例第 38条第１項
の規定による申出をいう。以下同じ。）
をする場合にあっては、当該是正の申
出に係る個人情報の本人の氏名及び住
所又は居所並びに未成年者又は成年被
後見人の別  

 
 
３  第５条第２項及び第３項の規定は、 法

定代理人 が是正の申出をした場合につい
て準用する。  

 
（意見書等の閲覧等の申出）  
第 30条（略）  
２  （略）  
３  審議会は、前項の規定により閲覧等の

諾否を決定する場合において、当該閲覧
等に係る意見書等に第三者（国、独立行
政法人等（条例第２条第 ５号に規定する
独立行政法人等をいう。）、地方公共団
体、地方独立行政法人及び第 １項の規定
により提出資料閲覧等請求書を提出した
もの以外のものをいう。以下同じ。）に
関する情報が記録されているときは、あ
らかじめ当該第三者の意見を聴くことが
できる。  

４  （略）  
 
（運用状況の公表）  
第 32条  条例第 54条の規定による運用状況

の公表は、大阪広域水道企業団公報によ
り行う。  

 



 

 

条例施行規則（以下「新規則」という。）の様式により提出されたも

のとみなす。  

３  旧規則の様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした

上、新規則の様式により作成した用紙として使用することができる。  











  

  




















